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労働組合員の政治意識に関する一考察
井 田 正 道
は じ め に
第二次世界大戦後の日本は,急 速な都市化 ・産業化という社会変動を経験
し,就 業者中に占める雇用者比率が増加 した。雇用者数の増加はまた,労 働
組合員の増加をもたらし,こ の層が保守政治を弱体化させ,政 治変動を引き
起こす潜在的可能性をも秘めていた。 したがって,当 然のζとなが ら労働者
の政治意識が政治学者の注目を集めるところとなった(1)。また,1950年 代か
ら60年 代前半にかけての産業化の進展 と労働組合員の増加は,自 民党の支
持基盤の縮小と社会党の支持基盤の拡大を帰結 し,早 晩,自 民党政権の終焉
と社会党政権の誕生の可能性を指摘する論文 も保守政治家の側から発表され,
注目を集めた(2)。
しか し,労 組を主要な支持基盤とする社会党は,政 権を獲得するどころか
1960年 代以降,野 党の多党化などによって支持率 ・得票率を低下 させ,55
年体制のもとで万年野党の地位に甘ん じる結果となった。また,社 会党と同
様に労働組合を主要な支持基盤とする民社党 も伸び悩み,中 小政党の規模に
とどまった。 これ らの帰結を もた らした要因の一つとしては,第 一次産業人





に生まれ育 った若 い世代の価値観が多様化 し,組 合員の政治意識の多様化を
もたらしている点 も無視できtoい(4;・
また,1990年 代のわが国は,55年 体制の終焉 と政党再編の時代であった。
1993年 に悲願の政権入 りを果たした社会党と民社党 は,与 党 としてみつか
らの手で衆議院の選挙制度に小選挙区比例代表並立制を導入 した結果,両 党
の消滅という帰結をもたらした。 この帰結 は,現 在の日本において,労 組依
存型政党では,小 選挙区制の下で生 き残れないことを表 している。
政権交代 と政党再編が相次いだ1990年 代においてはまた,当 然 のことな
が ら既成政党の支持団体 にもその政治方針 をめぐって動揺を生 じさせた(5)。
当然のことなが らその動揺は,・労働組合においても生 じていた。それでは,
労働組合の構成員は,政 党の先行 きが不透明な状況下で,労 組の政党支援の
あり方や政党支持に関 していかなる意識を抱いていたのであろうか。また,1
価値観の多様化が指摘されている組合員は,ど の程度,.組 合の方針に合致 し
た党派心を身につけ,投 票を行な っていたのであろうか。















1995年9月1日 現在で,茨 城県労センターに加盟 している組合数は60に
のぼり,組 合員数の総計 は約7万6千 名に達する〔6)。したがって;悉 皆調査
は困難なため,茨 城県労センター傘下の労働組合員の中から980名 を選定 し,
調査票を配布 した。標本抽出に当たっては,ま ず県労センターが各労組の組





1995年10月 下旬。この時期の政治状況は,村 山自社 さきがけ連立政権が
誕生 してか ら約1年 半が経過 しており,ま た社会党が自民党や新進党に対抗
する第3極 の形成を急がれていた。なお,本 調査とほぼ同時期の1995年11
月～12月 にかけて,労 働組合の全国的中央組織である 「連合」 も組合員に









標本構成 は以 下の とお りであ る。(な お,合 計 して746に 満 た ない部分 は
無回答者。)






























2民 間(従 業員規模1000人 以上)36048.3
3民 間(従 業員規模999人 以下)8911.9
II.調 査結 果 の分析
1.労 働組合の政治活動について
1-1労 働組合の政党支援について
周知のとおり,労 働組合 は,選 挙 における集票 ・資金供給 ・選挙運動 ・政
治的 リクルー トメントにおいて強力な政党支援を行ってきた。 けれども,組
合員の中には,労 組の政党支援に関して,否 定的な見解を抱 く者も少なくな
いといわれる。そこで,本 調査では,労 組の政党支援のあり方に関する組合
員の意見を質問 した。単純集計結果を表1に 示す。 これをみると,,労組の政
党支援そのものに対 して反対する組合員は1割 強にとどまっており,回 答者
全体のおよそ4分 の3(77.3%)の 者が政党支援に肯定的な見解を抱 いてい
表1労 働組合の政党支援のあり方













離れ,政 党支持の多様化が指摘されているにもかかわ らず,労 組の政党支援
そのものに対 しては,組 合員のあいだにコンセ ンサスが成立 している。
図1に は支持政党,性,年 齢別に労組の政党支援に対 して積極的な見解を
もっている者の比率を示す。ここでいう積極派とは,「労組 はもっと強力に
政党を支援すべきである」と回答 した者と,「現状程度の支援 でよい」 と回




であり,無 党派層のうちの約4分 の1が 「労組の政党支援そのものには賛成
だが,支 援の度合いはもっと弱 くてよい」としていた。
















年齢別 にみ ると,「 もっと強力 に」 とする者 は20代 で少 な く,特 に20代
前半 では43%に とど まる。 なお,反 対派 は30代 を ピー クと した分布 を示 し
て いた。男女別 には さほ ど差 がみ られなか ったが,「 わか らな い」 と答 え た
者が女性 で4分0)1存 在 した。
その他,役 員経験 の有無 との関連 をみ ると,「 もっと強力 に政 党支 援 をす
べ きで ある」 とす る者 は,役 員経験者 で22.8%に 対 して未経験者 で は10.4%
にとどま った。
学歴別 の クロス集計 の結果 では,高 学歴層 において労 組の政党支援 に対 し
て消極的 な傾向 がみ られた。「労組の政党支援そ の ものに対 して反対 である」
と した者 は,中 卒者 では10.9%,高 卒 者 にお いて は5.6%に とど まるの に対
して,大 卒者で は20.5%に 達 して いる。
勤務先別 にみ ると,公 務員 と民 間企 業(1000人 以上)の 勤 務者 で はほ と
ん ど差 はみ られなか ったが,民 間企業(999人 以下)の 者 で は労組 の政党 支
援 に反対 の者が2割(20.2%)存 在 す る。
次 に,こ こで取 りあげた属性変数 の中でどの変数 が規 定力 を有 す るのか を
検討す るたあに,労 組 の政党支援積極派 を従属変数(「 もっと強力 に」+「 現
状程度」_],「 もっと弱 く」+「反 対」;0)と して ロジステ ィ ック回帰 分析 を
行 った。独立変数 は,年 齢(20代 ・=1,30代=2,40代=3,50代=4),学
歴(中 学=1,高 校=2,短 大 ・専門=3,大 学=4),役 員経験(あ り=1,な
し=0),性(男=1,女=0),公 務員(公 務員=1,他=0),民 間大企業(民
間大=1,他=0)で ある。
解析結果 を表2に 示す。 これをみる と,有 意水準 に達 して いる変数 は,学
歴 と公務員 のみ であ った。学歴 に関す る回帰係数 は負 の値 を示 して いるの に
対 して,公 務員 のそれは正の値 を示 している ことか ら,高 学歴 は労組 の政党
支援 に対 して否定的 に,公 務員 は肯定的 に作用 してい る。 この解析結 果か ら





独 立 変 数 回帰係 数 偏 相 関
男 一 〇.1902 0.0000
年 齢 0.0757 0.0000
学 歴 一 〇.3206** 一 〇.1032
役 員 経 験 0.1261 0.0000
公 務 員 0.5799" 0.0499
民 間 (大) 0.3431 0.0000
定 数 1.0355
分 類 の 的 中 率 66.51%






今 まで検討 したように,組 合員は労組の政党支援そのものに対 しては,お
おむね肯定的である。 しか しなが ら,労 組が具体的にどの政党を支持すべき
かという点に関 しては,表3に 示すように意見が分裂 している。 とりわけ注
目されるのは,社 会党一党支持の継続を主張す る者が全体の4分 の1に 満た
表3労 組の政党支持について
問 あなたは,労 働組合の政党支持のあり方について,ど のようなお考えをお持ち
ですか。
1社 会党(新 党)一 党支持を継続すべきである22.8%
2自 民党を含めた複数の政党を支持すべきだ11。7
3新 進党を含めた複数の政党を支持すべきだ5.5







持の継続を望む者 は半数に満たなかった(45.3%)。 ただ,複 数の政党を支
持すべきだとする意見をもつ組合員は17.2%に とどまっており,最 も多いの
は 「政党ではなく,候 補者個人を支持すべきだ」とする意見である。しかし,
この見解に関して問題 となるのは,候 補者に対 して支持するか否かの基準を
どのように設定するかであろう。なお,「政党や候補者の支持はやあるべき
だ」 とする意見をもつ者は1割 にとどまり,労 組の政治への関与それ自体は
組合員の多数から支持 されている。
図2は 支持政党,性,年 齢別の社会党一党支持派の比率である。まず;支
持政党別にみると,さ きに述べたように社会党支持層に限ってみて も,社 会
党一党支持の継続を望む者 ほ半数に満たない,こ れは,調 査当時の状況が自
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なる傾 向にある。それは20代 前半 では15.1%で あ るのが,50代 にな ると
33.6%存 在 している。 なお,20代 前半では 「何ともいえない」と回答 した者
がおよそ半数(50.5%)存 在 しており,こ の点に関 して明確な意見を持 って
いない者が多い。
また,男 女差 もみられた。「社会党一党支持」,「自民党含む複数政党支持」,
「新進党含む複数政党支持」 と回答 した者 は男性の方に多 く,「何 ともいえな
い」 とした者は女性に多かった。 それに対 して,「 候補者個人支持」 及び
「政党や候補者支持をやめる」 と回答 した者に関 しては男女差がほとん どみ
られなかった。
図3に は,学 歴別に労組の政党支持肯定派のパーセンテージを示す。何 ら
かのかたちで労組の政党支持を肯定する者の比率は,中 卒者では約半数存在
するのに対 して,大 卒者では3分 の1強 にすぎない。 また,従 来どおり 「社
会党一党支持の継続」を望む者の比率 も,高 学歴になるほど少な くなる。 し















独 立 変 数 回 帰係 数 偏 相 関
男 0.5574 0.0364
年 齢 0.3817** 0.1369
学 歴 一 〇.3128寧* 一 〇.0883
役 員 経 験 0.2777 0.0049
公 務 員 0.1979 0.0000
民 間 (大) 一 〇.3704 0.0000
定 数 一1.927
分 類 の 的 中 率 77.81%
カ イ 自 乗 値 41.51
N 746
次 に,こ こで取 りあげた変数 の中で どの変数が規定力を有す るのかを検討
するために,労 組 の政党支 持(社 会党一党支持の継続)を 従属変数(社 会党
一党支持 の継続=1,他=0)と して ロジステ ィック回帰分析を行 った。 独立
変数 は,年 齢(20代=1,30代=2,40代=3,50代=4),学 歴(中 学=1,
高校;2,短 大 ・専 門=3,大 学=4),役 員経 験(あ り=1,な し=0),性
(男=1,女=0),公 務員(公 務 員=1,他=0),民 間大企業(民 間大=1,他=
0)で ある。
表4は,そ の解析結果 を示す。有意水準 に達 したのは年齢及び学歴であ り,
年齢 が高 くな るほ ど社 会党 一党 支持 の継続を望む傾向 にあ り,学 歴が高 くな
るほ どそれを望 まない方 向 に規 定 して いることがわか る。 先 にみた,労 組の
政党支援 に関す る解析結 果 と同様に,学 歴 は有力 な規定要因 となって いる。
つま り,若 年層 ・高学歴層 は労 組の政党支持の多様化 を期待す る傾向にある。
2.政 党支持 ・投票行動
2-1政 党支持態度
次に,組 合員の政党支持態度 について検討する。表5に は本調査及び 「連
(529)159
政経論叢 第68巻 第4号
表5支 持 政 党







7支 持 政 党 な し41.858.6
合」調査における政党支持率を示す。 まず,本 調査結果に関 してみると,注
目されるのは,無 党派層が約4割 存在 し,社 会党支持者とほぼ同数存在 して
いることである。それで も,本 調査における無党派層の比率は全国の組合員
に比 してかなり低い。「連合」の政治意識調査結果では,組 合員の中の無党
派層の比率は58.6%に も上 っている('o)。この結果から,茨 城県労センター傘
下の労組は,「連合」傘下の労組全般に比 して政治的社会化機能が強 く働 い
ているということができる。 また,両 調査結果の間には新進党支持率 と社会
党支持率においても大きな差が認められるが,こ れ らの差は連合傘下の労組
に,旧 民社系労組 も入っていることが一因 として挙げ られる。なお,政 党支




の低投票率がある。 しか し,表6に 示すように,今 回の調査結果では組合員
表6投 票 参 加





のおよそ4分 の3(76.7%)が 投票に行ったと回答 してお り,こ の結果か ら
する限り,組 合員は県民一般 に比 して投票率が大幅に高い。 しか しながら,
投票参加についての事後調査では,調 査結果の投票率は,実 際の投票率を上
回 るのが常である。その理由としては,調 査回答者が投票に行 っ・た者に偏る
こと,実 際には棄権 したのに調査では体裁を考えて投票に行ったと嘘の回答
をする者が出ること,の2点 が挙げられる。 したがって,こ の調査結果に表
れた高投票率もこれらの点を割 り引いて考えなければならない。
図4・に年齢別投票率を示す。 これをみると,30代 で8割,40代 ・50代 で
は9割 近 くの組合員が投票に行 ったと回答 している。 もちろん,こ の数値を
額面 どおりに受 け取れないものの,一 般の有権者 に比べ ると,30代 以上の
組合員 は投票率が高いと推測できる。問題は,20代 である。特に20代 前半
では投票率が5割 を下回 っており,一 般有権者 と同様に若年層の低投票率の
現象がみられる。
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は,高 畠通 敏の い うよ うに,「 選挙 を争点 をめ ぐる"民 意"の 表現 とす るイ
デオ ロギ ーとは,相 容れ ない はずの ことばだ。 票固 めとは,そ うい う争点 に
つ いての意見 とは関係 ない一種の社会的勢力 の行使 であ る」(11)。労組 はそ の
票固 めの機能 を もつ。表7に 示す よ うに,95年 の参 院選 にお いて,組 合 か
らの投票指示 を受 けた組合員 は,「 しば しばあ った」 「1～2度 あ った」 を含
め る、と,じ つ に85%に のぼる。 また,「 しば しばあ った」 とす る者 が約半 数
にのぼ ってお り,労 組の集票 活動 の活発 さが うかがわれ る。
なお,「 働 きかけ」 の度合 については年齢 階級別 に差 がみ られ る。20代 前
半 では働 きかけが 「なか った」 とす る者 が3割 を超 えてお り,他 の年齢層 に
比 して極端 に多 い(図5)。20代 前半 の低投票率 の要因 の ひ とつ に,こ の層
には組合 の票固 めの活動 が及 んで いない と認識 して いる者 が多い ことが挙 げ
られよ う。 しか し他 方で,活 発 な働 きか けを受 けて いる20代 後半 の層 の投
票率 が低 い ことを考 え ると,投 票 率の年齢 によ る違 い は,組 合の集票活動以
前 の問題 も関わ って いる。す なわち,投 票参加 は,..組合員 自身の政治 に対 す
る関心度 と投票参加 義務 感とい った態度要 因によ って も規定 されて いると推
定 でき る。
勤務先別 にみ ると,公 務員 と1000人 以上 の民間 との間 に はほ とん ど差 が
な く,999人 未満 の民 間でや や少 な い とい う結果 が み ら.れた。 働 きか けが
「しば しばあ った」 とす る者 は公務員Z5].2%,1000人 以上 の民 間 で49.4%
だ ったのに対 して,1999人 以下 め民 間では37.1%に とどまる。 これ は,中 小
表7組 合からの投票依頼
問.本 年7月 に行 わ れ た参 議 院 選 挙 で,特 定 の候 補 に投 票 す るよ うた組 合 か ら働 き
か けが あ りま した か。
1し ば しば あ った'48.F%9













■ しばしば □1～2度[コ なし
企業労組 の選挙 活動 の不活発 さを表 して いる。
投票参加 と組 合か らの働 きか けとの クロス集計 の結果 をみると,参 院選 で
投票 に行 った とす る者 は組 合か らの働 きか けが 「しば しば あ った」 とい う者
で85.2%,「1～2度 あ った」 とす る者 では75.9%,「 な か った」 とす る者 で
は50.5%だ った。 この結果 をみ ると組合 の選挙活動 は組合員 の投票参加 に大
きく影響 を及 ぼ してい ることがわか る。
投票率 には官民格差 が存在 す る。投票 に行 った とす る者 の比率 は,「 公務
員」87.E%,「 民間(従 業員規模1000人 以 上)」74.4%,「 民 間(従 業 員規 模
999人 以下)」47.2%で あった。 この よ うに,選 挙活動が不活発 な従業員規 模
の比較的小 さい民間企業 で投票率 が極端 に低 い。
したが って,今 後,労 組 の集票力 を高 め るには,中 小企 業の組合員を いか
に して投票所 に向かわせ るかが労働組合 に課 せ られた課題 とな る。
次 に,組 合員 の投票選択 につ いて,検 討 を加 え る。




問 選 挙 区 ・比 例 区 で どの 候補 者 ・政 党 に 投 票:し ま しだ か 。.,
選挙 区1狩 野(自 民)∫'"・3.8%
2小 林(新 進) ...、 『3.1
3種 田(社 会)'』..,' .9.83.C
4田 谷(共 産)し ・ ㌧ ・'・LO
5そ の 他 一 ・2.4
6忘 れ た ,.1'∫"6.3





8忘 れ た 、5.4
者中の83%が 社会党の種田候補に投票 したと回答 している。 なお,棄 権者
も含めた回答者全体のうち種田候補に投票 したとする者 は63.7%で ある。 ま
た,比 例区では投票者中の77.8%が 社会党に票を投 じたと回答 している。 そ
して,回 答者全体の中では59.7%の 者が社会党に票を投 じている。他党(候
補)に 票を投 じたとする者は少数であり,こ の結果か らする限 り組合員の投
票行動 は組合の方針に対 して忠実である。
男女別にみると,種 田候補に投票 したとする者は男性のほうが女性よりも
多 い0投 票者中で種田候補に投票 した者は男性では84.0%(男 性回答者全体
の中では65.7%)で あるのに対 して,女 性では75.4%(女 性回答者全体 の中
では47.8%)に とどまっていた。
年齢階級別にみると,表9及 び表10の ような結果となった。 ここで投票
者中に占ある比率 とは,参 院選で投票に行 った者のなかで種田候補(比 例区
では社会党)に 投票 したとする者の割合であり,全 体に占める比率とは,種

















た値である。たとえば,20～24歳 の年齢層に関 してみると,比 例 区で社会
党に投票 した者の割合は,選 挙に行 った者のうちでは72.2%に のぼっており,
決 して低 くない。けれども,こ の年齢層 は棄権率が高 いことから,同 年齢層
の全員を分母 とす ると,そ のうち社会党に投票 した者 は28.0%に す ぎないこ
とになる。すなわちこの結果は,た とえ若年層であっても投票に行 った者は
社会党に投票する確率が高いことを示す。 したがって,組 合の選挙活動 にあ
たっては,い かに多 くの組合員に投票所に足を運ばせるかという点が重要 と
なる。
また,勤 務先の分類によっても,組 合員の投票行動は大 きく異なりをみせ
ている。表11に 示すように,公 務員の者は7割 以上の者が選挙区で種 田候
補に投票 したとしているが,従 業員規模が999人 以下の民間企業に勤務する
組合員ではそれが約3割 にとどまる。また,比 例区に関してもほぼ同様の傾
向がみ られる。従業員規模が比較的少ない民間企業に所属する組合員の投票










































らの結果からすると,選 挙活動における労組の課題 は,若 年層と中小企業組
合員の票固めの強化にある。
表12に は,政 党支持態度別に選挙区の投票行動を示す。 自民党支持層 に
関 してみると,社 会党の種田候補に投票 した者が自民党の狩野候補に投票 し
た者よりも多い。 これは,狩 野候補が保守王国茨城県で唯一の自民党候補者
ということで選挙前より楽勝を予想されていたことも関係 していると考え ら
れる。 また,新 進党支持層においても,新 進党の小林候補よりも種田候補に





支 持 政 党 狩 野 小 林 種 田 田 谷 棄権・NA
自 民 19.6 7.1 33.9 一 32.1
新 進 3.2 ・19 .4 38.7 一 29.0
社 会 0.3 03 86.8 0.3 9.5
共 産 一 一 22.2 44.4 22.2
さ き が け 一 一 『50.0 一 50.0






投票 したとする者が最 も多か ったが,比 例区では自分の政党支持どおり自民
党に票を投 じたとする者が最 も多い。新進党支持層についてみても,選 挙区
では種田候補に票を投 じたとする者が小林候補に投票 したとする者の2倍 に
のぼっていたにもかかわ らず,比 例区において政党支持 どおりに新進党に投
票 したとする者の割合が社会党に投票 したとする者の割合を上回っている。




表12及 び表13に おいて示された事実は,一 般国民を対象 とする調査結果
と同様に,労 働組合員に限 っても,政 党支持態度が投票行動を強 く規定 して
いるということである。 したがって,労 組が十全な集票機能を果たすために
は,組 合が選挙前に活発な集票活動を行 うだけでなく,あ らかじあ組合員の
多 くが態度次元で社会党支持者となっていることが必要なのである。
とはいえボ組合員の社会党候補への投票に関'しては,組 合の選挙活動の効
果が明白に表れている。表14に 示すように,組 合か らの働 きかけが 「しば
表13政 党支持態度と投票行動(比 例区)・
支 持 政 党 自 民 新 進 社 会 共 産 さきがけ
自 民 37.5 3.6 17.9 一 1.8
新 進 一 25.8 22.6 一 一
社 会 一 0.3 88.3 一 一
共 産 一 一 一 66.7 一
さ き が'け 一 一 25.0 一 25.0
無 党 派 3.2 4.2 44.9 0.6 1.0
(537).167
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表14組 合か らの働 きかけと投票行動(選 挙区)
組合からの働きかけ 種 田 他候補 棄 権
し ば し ば あ っ た
1～2度 あ っ た










しばあった」 とする者では,種 田候補に投票 したとする者が約4分 の3に も
達するのに対 して,働 きかけが 「なかった」 とした者ではそれが3割 を切 る
水準で しかない。 このように,労 組の選挙活動は組合員の投票行動に多大な
影響を及ぼしており,し たが って選挙活動の有効性が認められる。







程度とさほど多 くはない。この結果か らす ると,組 合員が認識するところの,
夫婦の投票行動はかなり同質的である。ただし,組 合員本人の認識 と実態 と
表15配 偶者の投票
問 配 偶 者 の い ら っ し ゃ る方 の み に うかが い ます 。 あ な た の配 偶 者 は,投 票 の際 に
あ な た と同 じ候 補 に投 票 しま すか 。
全 体 男 女
1い つ も同 じ候 補 に投 票 して い る34.535.623.4
2だ い た い 同 じ候 補 に投 票 して い る39.841.029.8
3ほ と ん ど別 の候 補 に投 票 して い る3.03.12.1
4い つ も別 の候 補 に投 票 して い る1.61.60.0
5わ か らな い21.218.644.7
168(538)
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の間 にはあ る程度 のズ レがあ る可能性 は存在 す る。本人か らみ た配偶者 の投
票行動 は実態 以上 に同質性 が高 いと認識 され ているで あろ う。
男女別 にみ ると,配 偶者が 自分 と同様の投票行動 を していると答 えた者 の
割合 は男性 の方が多 く,女 性で は 「わか らない」 と回答 した者 が多 い。 「い
つ も同 じ候補 に投票 して いる」 と した者 の比率 は,男 性 では35.6%だ ったの
に対 して,女 性で は23.9%で あ り,「 だいたい同 じ候補 に投 票 して い る」 と
す る者 も,男 性で は41.0%だ ったのに対 して女性で は29.8%だ った。ただ し,
「ほとんど」 または 「いつ も」 別の候補に投票 して いる とす る者 の割合 につ
いて女性 は男性 よ り低 く,女 性 に多 か ったの は 「わか らな い」'とい う回答を
した者で ある。 それは,男 性 では18.6%に とどま ったのに対 して,女 性 で は
44.7%に のぼ る。つ まり,女 性 は男性 に比 して配偶者 の投票行動 を認 知 して
お らず,ま た無関心 であ る。
勤務先別 にみて も差 が認 め られ る。夫婦 の投票行動が もっとも同質的(と
認識 してい る)な のは,従 業員数 が1000人 以上 の民間企 業労 働者 であ り,・
公務 員,999人 以下 の民 間 と続 く。 「いつ も」 ない しは 「だ い たい」 同 じ候
補 に投票 して いるとす る者 は1000人 以上 の民 間労 働者 で81.1%,公 務 員 で
71.1%で あったのに対 して,999人 以下の民間企 業労 働 者で は52.8%に とど
まってい る。 しが し,夫 婦で別 々の投票行動 を しているとす る者 の割合 に関
して はほとん ど差異が認 め られず,差 が み られるのは 「わか らない」 と回答
した層 であ る。 それ は,公 務員で24.0%,民 間(1000人 以上)で14.8%だ っ
たの に比 して,民 間 く999人 以下)で は41.5%と 極端 に多 い。「わか らない」
と回答 した層 は配偶者へ の投票 の働 きかけ もあま り行 な っていない層であ る





労働組合 は組織労働者にとって,後 期政治的社会化の有力な担い手(エ ー
ジェント)の ひとつである。労組は日常活動の中で,組 合の政治方針や政党
支持を組合員に学習させることによって,労 組の組織票を固める素地を作る
ρである。 さきに表12お よび表13に おいて示 したように,組 合員の多 くが
投票行動において組合の方針 どおり社会党(候 補)に 票を投 じさせるために
は,多 数の組合員が態度の次元で社会党支持者 とな6て いることが必要であ























































たる組合加入のなかで組合の政治方針を理解 し,組 合の方針 と一致 した党派
心を身につける傾向があるためと考え られる。その他に,若 年層の組合員に
対する組合の影響力の低下および社会党の魅力の低下 も要因 として想定でき
る。なお,・20代前半では無党派層が6割 を超え,社 会党支持率よりも自民 ・
新進 ・共産 ・さきがけ4党 の支持率合計の方が高かった。
学歴によっても社会党支持率に大きな差が認められる。中卒者では6割 以




ある。本調査の回答者に関 してみると,大 卒者の比率は20代 ・30代 では3
割を超えているが,50代 になるとわずかに約5%に すぎない。 したが って,
学歴と政党支持 とは擬似相関の可能性もあるため1多 変量解析によるさらな
る検証が必要である。
役員経験の有無別にみると,役 員経験者の社会党支持率が49.7%に 対 して
(541)171
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未経験者 のそれ は36.4%だ った。 それ に対 して,自 民党支持率 は役員経験 者
では4.7%に とどまって いたのが未経験者 で は10.1%存 在 して いる。 また,
支持 な し層 の割 合 は,経 験者 で36.7%,未 経験者 で46.5%だ った。 これ らの
クロス集計 結果か らす ると,組 合役員経験 は,組 合員が労組 の もっている価
値観 を内面 化す る重要 なきっか けとな って いる。
また,勤 務先別 にみ ると,社 会党 支持 率 は公務 員 で46.0%,従 業員規 模
1000人 以上 の民 間労働者 で42.5%だ ったの が,従 業員 規模999入 未満 の民
間労 働者で はそれが30.3%に とどま っていた。 したが って,中 小企業労組 は
選 挙 にお ける集票機能 においてのみな らず,組 合員 の政党支持態度 の形成 と
いう政治的社会化機能 において も弱 いことがわか る。
今 まで,ク ロス集計 の結果か ら,個 々の属性変数 と社会党支持率 との関係
につ いて検討 した。次 に,こ こで取 りあげた変数 の中でどの変数 が規定力 を
有す るのか を検討す るために,社 会党支持 を従属変数(社 会党支持=1,他=
0)と して ロジステ ィック回帰分析を行 った。独立変数 は,年 齢(20代=1,
30代=2,40代=3,50代=4),学歴(中 学=1,高 校=2,短 大 ・専 門=3,
大学=4),役 員経験(あ り;1,な し=0),性(男=1,女=0),公務員(公
務員=1,他=0),民 間大企業(民 間大;1,他=0)で あ る。 解析 結果 を表
16に 示 す。
分析 の結果,年 齢,学 歴,役 員経験,公 務員 の4変 数が有意水準に達 した。
偏相関係数 の絶対値 が大 きい順 に並べ ると,年 齢,学 歴,役 員経験,公 務員
の順 にな る。 これ ら4っ の属性変数 が社会党支 持を規 定 して いる。 なお,今
後 において は組合 員の高学歴化 が必然 であ ることを考 え ると,こ のままで は
労組 の組合 員に対 す る教 育効 果は次第 に弱 まって いき,選 挙 にお ける集票力




独 立 変 数 回帰 係数 福 相 関
男 0.4413 一 〇.0284
年 齢 0.4125" 一 〇.1560
学 歴 一 〇.4781** 0ユ500
役 員 経 験 0.4556** 0.0716
公 務 員 0.7315` 一 〇.0668
民 間 (大) 0.3053 0.0000
定 数 一1 .115
分 類 の 的 中 率 63.71%






第一に,組 合員の多数派 は,労 働組合の政党支援そのものにはおおむね肯
定的な意見をもっている。ただ,労 組の政党支持のあり方 として,社 会党一
党支持の継続を望む者 は少数派であり,政 党再編の中で労組に政党支持方針
の再考を迫 っている。 また,学 歴が高くなるほど組合の政党支援や政党支持
の多様化を求める傾向がある。
第二に,県 労センター傘下の労組 は,現 状では,組 合員の政党支持態度に
関す る政治的社会化機能をおおむね果た しており,か っ選挙における集票機
能を果たしているといってよい。
第三に,組 合員の世代交代に伴 って必然的に進行する組合員の高学歴化が,




昨今,労 働組合は,そ の政治活動において2つ の逆風を受 けているといっ




高等教育への進学率が5割 を超えようかという今 日,組 合員の高学歴化は今
後急速に進行するであろう。 このような状況にある労働組合は,組 合員が労
働の方針に対 して素直についてくるという前提のもとで政治活動をするので
はなく,労 働組合の政治活動それ自体について,今 まで以上 に組合員の意見
を反映 させ,組 合員を論理的に納得 させるプロセスを重視 していかなければ
ならなくなるだろう㈹。
《注》
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(12)コ ロンビア・グループの古典的な投票行動研究において,交 差圧力(ク ロス・
プレッシャー)を 受ける有権者はそれを受けない有権者に比 して,選 挙への関




(13)本 調査が実施された後,社 会党は1996年1月 に社会民主党へ と党名 を変更
し,新 党さきがけとの 「社さ新党」の結成を目指 した。 しかし,両 党の合併は
成功せず,村 山富市,武 村正義という両党のリーダーを排除するかたちで同年
9月 に民主党が結成された。その結果,社 民党議員は民主党に参加する者 と社
民党にとどまる者とに分裂 した。そのような状況下で茨城県労センターは,民
主党の有力支持団体となった。なお,1998年7月 に実施された第18回 参院選
の茨城選挙区では,県 労センター傘下の労組出身の郡司彰が民主党公認で トッ
プ当選を果た している。
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